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令和８年度 県土整備部 施策体系 

 

 

 

 

(1) 激甚化・頻発化する気象災害に強い県土づくりの推進 

～政府や市町村等との連携による最上川水系などでの「流域治水」の推進～ 

○ 荒瀬川などの令和６年７月大雨で被災した河川等の着実な復旧・ 

改良 

○ 最上川水系流域治水プロジェクト等に基づく計画的な河川整備の 

推進 

○ 河川流下能力再生のための、河川整備と一体的に行う河川の堆積土 

砂や支障木の撤去、再堆積抑制対策等の推進 

   ○ 避難判断・行動を促すための、雨量や河川の水位情報及び土砂災害 

危険度情報の迅速かつ効果的な提供 

～災害・雪に強い地域づくりの推進～ 

○ 災害時のリダンダンシー確保のための緊急輸送道路をはじめとした 

県内道路ネットワークの整備、落石・雪崩防止対策の推進 

○ 冬期の道路交通の確保のための安定的な除雪の実施 

○ 土砂災害が発生するおそれのある箇所の的確な把握に向けた調査の 

推進 

○ 人家集中箇所や要配慮者利用施設等を土砂災害から保全するための 

対策の推進 

○ 県民の人命や財産を守るための住宅耐震化対策の推進 

 

(2) 社会インフラ等の効率的・効果的な更新・整備等の推進 

  ○ 公共施設の長寿命化を図るための、計画的・効果的・効率的な点検、 

補修、更新の推進 

  ○ 全国特別重点調査を受けた下水道管路改築の速やかな実施 

○ 道路陥没を未然に防ぐための緊急的な路面下空洞調査の実施 

○ 社会インフラの集約・撤去など、地域の実情を踏まえた持続的な維持

管理の実現に向けた市町村との連携 

 

(3) カーボンニュートラルの実現に向けた県土づくりの推進 

   ○ 洋上風力発電の拠点となる酒田港の機能強化 

  ○ 道路照明ＬＥＤ化など、公共施設における脱炭素化の推進 

○ 流域下水道事業におけるＳＤＧｓの推進のための、堆肥化による 

 汚泥の再生利用や消化ガス発電等の推進 

  ○ 省エネ対策を図るための住宅の高断熱化や県産木材利用等の推進 

■ 安全・安心で持続可能な暮らしを確保する県土強靭化の推進 
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   〇 県土の「縦軸」と「横軸」を形成する格子状ネットワークの強化に 

向けた、国直轄高規格道路等の整備促進（県が事業費の一部を負担） 

○ 県内ネットワークの充実強化に向けた広域道路、地域内道路の整備 

○ 国内外との交流促進のための空港及び港湾の機能強化 

○ 酒田港利用拡大に向けたポートセールスの推進 

 

 

 

 

○ 市町村や関係機関との協働による新たなまちづくりの推進 

○ 都市公園の魅力向上に向けた計画的な環境整備の推進 

○ 子どもをはじめ誰もが安全で安心して利用できる道路等の整備 

○ 持続可能で快適な生活環境の確保のための流域下水道施設の整備 

○ 本県の魅力ある景観の発信と将来世代への景観資源の継承 

○ 山形の厳しい気候においても快適に長く暮らすための、住宅の新築 

及びリフォームに対する支援 

〇 多様な地域課題の解決に向けた官民連携による空き家の利活用促進 

 

 

 

(1) 建設分野のＤＸ推進と建設人材の育成・確保 

  〇 「山形県建設ＤＸ推進戦略」に基づくＤＸ関連施策の推進 

○ 建設業の持続的な発展に向けた建設業の魅力発信、建設人材の育成 

や外国人を含む人材の確保支援 

(2) 将来の県土整備を担う職員の育成・確保 

○ 職員リクルート対策の強化及び新たな育成制度の創設 

○ 職員のモチベーション向上のための資格支援制度の創設 

  ○ 最先端技術の知見に触れる機会を通じた職員のスキル向上 

■ 交流を支える交通ネットワークの充実強化 

■ 山形暮らしの魅力向上を支える県土の形成 

■ 建設ＤＸによる生産性向上と人材の育成・確保 
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　部局名：県土整備部　

１　主な要求事業

■　安全・安心で持続可能な暮らしを確保する県土強靭化の推進

(1)　激甚化・頻発化する気象災害に強い県土づくりの推進 （単位：百万円）

番号 担 当 課 事　　業　　名
令和８年度
当初要求額

新規 事　　業　　概　　要

～政府や市町村等との連携による最上川水系などでの「流域治水」の推進～

1
砂防・災害

対策課
建設災害関連改良対策事業費
（うち令和６年７月大雨関係）

893
・令和６年７月大雨で被災した荒瀬川
　の改良復旧工事の実施

2
砂防・災害

対策課
建設災害復旧事業費
（うち令和６年７月大雨関係）

5,908
・令和６年７月大雨で被災した公共土
　木施設の復旧工事の実施

3 河川課
河川整備補助事業費
河川整備単独事業費

2,816
・最上川水系流域治水プロジェクト等
　に基づく、浸水被害の軽減を図るた
　めの計画的な河川整備

4 河川課 国直轄河川事業費負担金 677
・最上川水系流域治水プロジェクト等
　に基づく、国直轄河川の整備促進
　（県が事業費の一部を負担）

5 河川課 河川流下能力再生事業費 2,150
○

一部

・河川の堆積土砂や支障木の撤去及び
　土砂の再堆積抑制対策等の実施によ
　る流下能力の再生

6
河川課

砂防・災害
対策課

洪水警戒情報提供事業費
土砂災害警戒避難情報提供事業費
（うち情報基盤整備関係）

108

・河川砂防情報システムや土砂災害警
　戒システムによる県民への雨量や河
　川の水位情報、土砂災害危険度情報
　の効果的な発信

～災害・雪に強い地域づくりの推進～

7
道路整備課
都市計画課

道路改築事業費
（うち緊急輸送道路等整備関係）
街路整備事業費
（うち緊急輸送道路整備関係)

3,149
・緊急輸送道路及び孤立の危険性があ
　る集落へのアクセス道路の整備

8 道路保全課 災害に強いみちづくり事業費 572
・緊急輸送道路及び孤立の危険性があ
　る集落へのアクセス道路の落石防止
　対策等の実施

 ○社会資本の効率的・効果的な管理運営9 道路保全課 雪に強いみちづくり事業費 741
・緊急輸送道路及び孤立の危険性があ
　る集落へのアクセス道路の雪崩対策
　等の実施

10 道路保全課 道路除雪費 7,662 ・県管理道路の除雪の実施

11 道路保全課
道路施設管理事業費
（うち道路除雪コールセンター
　導入関係）

10 ○
・降雪時に集中する道路除雪への問合
　せに対応するためのコールセンター
　の導入

令和８年度当初予算　主な要求事業等一覧
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番号 担 当 課 事　　業　　名
令和８年度
当初要求額

新規 事　　業　　概　　要

12
砂防・災害

対策課
土砂災害警戒避難情報提供事業費
（うち基礎調査関係）

907
・新たに抽出した土砂災害が発生する
　おそれのある箇所の土砂災害警戒区
　域等指定に向けた基礎調査の実施

13
砂防・災害

対策課
土砂災害対策事業費
（砂防、地すべり、急傾斜地）

2,492
・土砂災害を防止するための砂防えん
　堤や地すべり防止施設の整備、急傾
　斜地崩壊防止工事等の実施

14 建築住宅課
良質住宅ストック形成推進事業費
（うち住宅耐震改修支援関係）

16
○

一部
・住宅の耐震改修、減災対策及び住替
　えに対する支援

(2)　社会インフラ等の効率的・効果的な更新・整備等の推進 （単位：百万円）

番号 担 当 課 事　　業　　名
令和８年度
当初要求額

新規 事　　業　　概　　要

 ○社会資本の効率的・効果的な管理運営15

道路整備課
道路保全課

河川課
砂防・災害

対策課
空港港湾課

道路施設長寿命化対策事業費
河川管理施設長寿命化対策事業費
砂防関係施設長寿命化対策事業費
空港安全対策事業費
（うち空港施設長寿命化対策関係）
港湾施設長寿命化対策事業費

7,746

・公共土木施設の長寿命化計画に基づ
　く点検、補修、更新
・緊急自然災害防止対策事業債を活用
　した集中的な道路舗装の長寿命化対
　策の実施

16 下水道課
流域下水道事業【公営企業会計】
（うち全国特別重点調査を受けた
　下水道管路改築関係）

1,000 ○
・全国特別重点調査によって緊急性が
　高いと判定された下水道管路の改築
　工事の実施

17 道路保全課
道路保全事業費
（うち路面下空洞調査関係） 129 ○

・道路陥没を未然に防ぐための路面下
　空洞調査の実施

15 道路整備課
道路施設長寿命化対策事業費
（うち橋梁の集約・撤去関係）

23
・持続的な維持管理のための橋梁の集
　約・撤去

(3)　カーボンニュートラルの実現に向けた県土づくりの推進 （単位：百万円）

番号 担 当 課 事　　業　　名
令和８年度
当初要求額

新規 事　　業　　概　　要

18 空港港湾課

酒田港整備事業費
（うち基地港湾整備関係）
国直轄港湾事業費負担金
酒田港施設整備費【特別会計】
（うち基地港湾整備関係）

8,152
・洋上風力発電の建設拠点となる酒田
　港の埋立護岸、ふ頭用地等の整備

19
道路保全課
空港港湾課

道路保全事業費
（うち道路照明ＬＥＤ化関係）
港湾施設管理運営費
（うち臨港道路照明ＬＥＤ化関係）

131
・県管理道路及び臨港道路照明灯の
　ＬＥＤ化

20 下水道課
流域下水道事業【公営企業会計】
（うち汚泥再生利用関係）

507
・流域下水道事業で発生する下水汚泥
　の活用による堆肥化や消化ガス発電
　等の実施

21 建築住宅課
良質住宅ストック形成推進事業費
（うち新築・リフォーム支援関係）

547
○

一部

・山形の厳しい気候でも快適に長く暮
　らすことができる住宅の新築及びリ
　フォームに対する支援

再掲
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■　交流を支える交通ネットワークの充実強化
（単位：百万円）

番号 担 当 課 事　　業　　名
令和８年度
当初要求額

新規 事　　業　　概　　要

22 道路整備課 国直轄道路事業費負担金 8,566
・国直轄高規格道路及び国直轄道路の
　整備促進（県が事業費の一部を負
　担）

23 道路整備課 道路改築事業費 2,347
・一般国道や県道における道路改良や
　バイパスの整備
・ＩＣアクセス道路等の整備

24 空港港湾課 空港整備事業費 791

・山形空港の滑走路等舗装改良、航空
　灯火更新等
・山形空港及び庄内空港の機能強化に
　向けた将来ビジョンの策定

25 空港港湾課
酒田港整備事業費
（うち外航クルーズ船受入関係）

79

・本港地区への外航クルーズ船入港に
　向けた施設整備の実施
・大型外航クルーズ船受入のための
　保安対策の実施

26 空港港湾課 酒田港物流拠点化推進事業費 29
○

一部

・酒田港利用拡大に向けたポートセー
　ルスの実施
・コンテナ貨物利用促進等に対する
　助成

■　山形暮らしの魅力向上を支える県土の形成
（単位：百万円）

番号 担 当 課 事　　業　　名
令和８年度
当初要求額

新規 事　　業　　概　　要

27 都市計画課 まちなか賑わい空間形成事業費 56

・地元自治体や関係機関と連携したま
　ちなかの賑わいのための、道路等の
　空間形成とまちづくりの一体的な推
　進

28 都市計画課 都市公園活用推進事業費 548
・都市公園の魅力向上に向けた計画的
　な施設更新及び利用者のための環境
　整備の実施

29 道路整備課 交通安全道路事業費 3,197

・事故危険箇所や交通渋滞の解消のた
　めの歩道整備や交差点改良等
・通学路の合同点検を踏まえた安全対
　策の実施

30 下水道課
流域下水道事業【公営企業会計】
（うち流域下水道整備関係）

3,416

・快適な生活環境の確保のための県内
　４処理区（山形、村山、置賜、庄
　内）の処理場及び管渠の改築更新等
　の実施

31
県土利用
政策課

やまがたの誇れる景観魅力発信事業
費

4

・景観出前授業、景観探険まちあるき
　の実施、景観づくりハンドブックの
　作成
・景観ビューポイントサポーター感謝
　状の贈呈等

21 建築住宅課
良質住宅ストック形成推進事業費
（うち新築・リフォーム支援関係）

547
○

一部

・山形の厳しい気候でも快適に長く暮
　らすことができる住宅の新築及びリ
　フォームに対する支援

32 建築住宅課 空き家対策推進事業費 12

・良質な中古住宅の購入者への支援
・市町村との連携による空き家対策に
　取り組む人材の育成、ワークショッ
　プの開催等の実施

一部

再掲

再掲

一部
再掲
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■　建設ＤＸによる生産性向上と人材の育成・確保

(1)　建設分野のＤＸ推進と建設人材の育成・確保

番号 担 当 課 事　　業　　名
令和８年度
当初要求額

新規 事　　業　　概　　要

33 建設企画課 建設ＤＸ推進事業費 10

・山形県建設ＤＸ推進戦略に基づく、
　整備ＤＸ、メンテＤＸ、行政ＤＸ、
  人材ＤＸの推進
・３次元データを扱うための環境整備
　やＩＣＴ関連研修等による受発注者
　双方の人材育成

34 建設企画課 建設ＤＸチャレンジ事業費 12 ○
・中小建設業者のＤＸ推進のための、
　県発注の建設工事における受注者の
　ＩＣＴ機器活用促進事業の実施

35 道路保全課 道路空間ＤＸ事業費 4
・県管理道路の３次元点群データ（仮
　想空間）の活用による効率的な道路
　維持の実施

36 建設企画課 建設業魅力発信事業費 2
・建設業の魅力を中学生等に発信する
　ためのコンテンツ作成等の支援

37 建設企画課 建設業人手不足対策事業費 4

・多様な人材確保支援のための女性・
　外国人材の確保・活用に関するセミ
　ナーの開催
・女性のキャリア形成、外国人材定着
　促進のための資格取得等への支援

(2)　将来の県土整備を担う職員の育成・確保 （単位：百万円）

番号 担 当 課 事　　業　　名
令和８年度
当初要求額

新規 事　　業　　概　　要

38 管理課 土木職等確保・育成対策事業費 4 ○

・インターンシップ参加者への交通費
　助成及び「非専門人材の育成」のた
　めの新たな育成制度の創設
・若手技術職の専門性向上に向けた
　資格取得支援
・インフラメンテナンス等のＤＸ推進
　に向けた技術職員向け勉強会の開催

（単位：百万円）
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